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１　本稿の目的
本稿は，筆者が二子玉川の再開発事業を対象として行ってきた調査の現在ま
での成果をまとめた研究ノートである．はじめに，本稿を執筆することにした
経緯を説明しておきたい．筆者の一人である金澤は，2015年から二子玉川地域
にて調査を開始し，文書資料や官庁統計データの収集・分析を進めつつ，当地
の再開発の施行者である二子玉川東地区市街地再開発組合の事務局員から協力
を得て，関係者への聞き取り調査をおこなってきた．研究者には，調査の対象
者や協力者に対し，彼らへのお礼やフィードバックとして，研究成果を報告す
ることが求められる．再開発組合の事務局員に聴き取りをした際に，再開発組
合が2017年3月に解散予定であることを知り，それまでに何らかの報告をすべ
きであると筆者は考えた．また，聞き取りのような質的調査を主な調査方法と
したタイプの社会学的研究は，その成果がまとまるまで比較的長い時間がかか
り，調査協力者が研究成果を見るまで長く待たせてしまうことが多い．そこで，
中間報告的な形であっても一定のまとまりをもった調査報告を受けることは，
調査協力者にとっても有益であろうと考えたわけである．なお，調査の経過は
表1の通りである．
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本稿の構成は次のとおりである．まず，市街地整備手法としての市街地再開
発事業の概要について簡単に説明する．つぎに，調査の成果に基づいて二子玉
川の再開発過程を記述し，地域にどのような影響があったのかを説明する．最
後に，今後探求すべき課題を述べる．
２　市街地再開発事業の概要
市街地再開発事業とは，国土交通省のホームページによれば「都市再開発法
に基づき，市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において，細分化
された敷地の統合，不燃化された共同建築物の建築，公園，広場，街路等の公共
施設の整備等を行うことにより，都市における土地の合理的かつ健全な高度利
用と都市機能の更新を図る」ものである（国土交通省 2017）．市街地再開発事業
には，権利変換方式の第一種市街地再開発事業と，全面買収方式の第二種市街
地再開発事業がある．その事業主体である施行者には，個人，市街地再開発組合，
再開発会社，地方公共団体等がなることができる1）．したがって，ひとくちに市
街地再開発事業と言ってもいくつかのバリエーションがあるわけだが，ここで
は組合施行の第一種市街地再開発事業に絞って説明する2）．二子玉川の再開発
事業がそれに該当するからである．
第一種市街地再開発事業では，施行地区内の複数の権利者が土地を共同化し，
その土地に公園や道路等といった公共施設を整備するとともに，土地の高度利
1）	個人と再開発組合は，第一種市街地再開発事業の場合のみ施行者になることができる．
2）	都市再開発法制研究会（2013）を参考にした．
89『人文学報』　No. 513-1　2017
用によって従前の権利者が権利変換するのに必要な面積を上回る床面積をもっ
た施設建築物を整備する．権利変換とは，施行地区内の権利者の土地や建物に
対する権利を新しく作られたビルの床と等価で置き換える仕組みである．余剰
に生み出された床は保留床と呼ばれるが，それを売却することで事業に必要な
資金がまかなわれる．また，市街地再開発事業は道路や公園の整備等，公共性
をもつ事業であるので，国や地方公共団体からの補助制度があり，事業資金の
助けとなっている．
事業主体となる再開発組合を設立するには，施行区域内に宅地の所有権また
は借地権を有する5人以上が定款と事業計画を定め，都道府県知事の認可を受
ける．その際，都市再開発法第14条で定められている通り，施行地区の宅地の
所有権者および借地権者のそれぞれの3分の2以上の同意を得なければならず，
さらに同意した権利者の所有する宅地と借地の総面積が施行地区の宅地と借地
の総面積の3分の2以上でなければならない．
再開発組合が設立されるまでは，準備会等の任意団体として再開発の機運を
醸成して賛同者を集め，事業計画の検討等をおこない，行政とも協力しながら
都市計画決定を目指すことになる．二子玉川の場合は，表2の様に事業は進め
られた．その中でも，都市計画決定，組合設立の認可，権利変換計画の認可とい
う3つの法的な手続きは，これによって事業が法的に正当なものだと認められ
るという意味で非常に大きな影響力を持つ．例えば，これらの法的手続きによ
り，再開発に反対する権利者であっても再開発組合の組合員として事業に関わ
らざるを得なくなるのである．
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表2　再開発事業の経緯
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二子玉川東第二地区市街地再開発組合（2015）より作成
３　二子玉川における再開発過程
二子玉川は，現在の東急田園都市線・大井町線の二子玉川駅を中心とした地
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域の通称である．二子玉川の範囲を確定することは難しいが，行政区画上の地
名としては世田谷区玉川にあたる地域がそう呼ばれていると考えてよいだろ
う．メディアではしばしば「ニコタマ」と呼ばれ，一般の人からは「フタコ」と
呼ばれることも多いが，地元の人は地名である「タマガワ」と言う人が大多数
である．二子玉川東地区第一種市街地再開発事業の施行区域は，二子玉川駅周
辺から東側に位置し，主に玉川1丁目と2丁目からなる（図1）．施行区域には5
つの街区があり，事業は第一期（Ⅰ－a街区，Ⅰ－b街区，Ⅱ－b街区，Ⅲ街区）
と第二期（Ⅱ－a街区）に分けておこなわれた．施行面積は第一期が8.1ha，第二
期が3.1haであり，合わせて11.2haと非常に広い．民間の組合施行による再開発
事業としては都内最大級である．また，再開発と並行して二子玉川公園も整備
された．再開発事業だけでも大規模ではあるが，公園の広さも6.3haあり，二子
玉川駅東側の広大な空間が更新された．ここでは，二子玉川の再開発過程につ
いて，聞き取り調査や文書資料に基づいて詳しく記述したい．
図1　二子玉川東地区再開発事業の施行区域
注）色の薄い部分が第 1期，色の濃い部分が第 2期の施行区域である
出典：世田谷区都市整備政策部市街地整備課（2016: 16）
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3.1　再開発事業の浮上
1986年に出版された東急電鉄社員による東急グループの再開発事業の紹介
によれば，二子玉川では，1979年に世田谷区が策定した基本構想を受け，1981
年に準備組合設立に向けて現地事務所を開設したという（浜田 1986）．当時の
世田谷区の基本構想では，二子玉川は「楽しく歩けるまちづくり拠点（買物環
境をはじめとして日常生活上の交通環境を整えてゆくべき代表的拠点）」とい
う位置づけがされている（世田谷区 1979: ページ数無し）．これらのことから，
1980年ごろから二子玉川で再開発の機運を高めようという動きを区や東急が
始めつつあったと言えるだろう．1982年には準備組合の前身である「再開発を
考える会」が発足している．
ところで，再開発に直接つながる動きが始まる前から，二子玉川という立地
が持つ可能性を東急は認識していたようである．高島屋の社員であった倉橋良
雄によれば，1964年，ショッピングセンター建設にあたって東急が所有する土
地を譲り受けるために当時の東急社長・五島昇を訪ねた時，五島は「私どもも
二子玉川に5万坪（16万5000平方メートル）ほどの土地を持っているので，あ
そこにハワイのアラモアナ（SC）のようなものを作ろうと思っています．しか
し，当分新玉川線（地下鉄）と田園都市線つくりに忙しくて，あと10年ぐらい
は手が出ないんですよ．それまでの間にせいぜいお客さんを集めておいてくだ
さい」（倉橋 1984: 38）と発言したと回想している．倉橋の証言がどれほど正確
であるかはさて置き，地元で再開発が取りざたされる前から東急の一部には二
子玉川で商業開発をしようという考えがあったということであろう．とはいえ，
先述のように，それが目に見える形で動き始めたのは1980年ごろからであっ
た．
3.2　再開発の背景
二子玉川における再開発の背景としてよく語られるのは，二子玉川園の衰退・
閉園と，それによる商店街の苦境である．二子玉川の東側には，二子玉川園の
集客を頼りにしながら発展した玉川商店会があった．店舗系地権者の話によれ
ば，店舗数はもともと多くはなく，こじんまりした商店街であったそうだ．遊
園地目当てに来た人や周辺の住民を主な客とし，遊園地が栄えた頃は活況を呈
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したこともあったという．しかしながら，時代の流れと共に二子玉川園の集客
力が落ちてしまい，1985年3月に閉園すると東側の商店街の売り上げはかなり
落ちてしまった．
二子玉川園の衰退を入場客数の推移から確認してみよう．1973年発行の『東
京急行電鉄50年史』によれば，二子玉川園の遊園部門3）には年間40万人の入場
客がいた（東急電鉄株式会社社史編纂事務局編 1973）．準備会の会報第2号によ
ると，1962年に年間入場客数は最高の60数万人にのぼったが，1970年代から
次第に来園者が減少し，1985年ごろまでには年間20万人前後になった（『二子
玉川東地区再開発準備会会報第2号』1985年7月5日発行）．以上から，二子玉川
園の年間入場客数は，大まかに言って，1960年代初めの60数万人から1970年
代初めには年間40万人程度，そして1980年代に入ると年間20万人程度にまで
減少していったのである．二子玉川園の集客力低下は，高島屋ができて西側が
発展したのと軌を一にしている．駅西側には1969年11月に玉川高島屋SCが
オープンした．1970年代を通じて，同店は急激に売り上げを伸ばし続け，本館
の増築や南館の新築オープンもしている（表3）．
表3　玉川高島屋の売り上げ推移
年度 売上高（億円） 備考
1969 40 開業（11月）
1970 99
1971 125
1972 156
1973 193
1974 219
1975 268 本館増築開業（10月）
1976 326
1977 404 南館開業（10月）
1978 488
1979 541
1980 593
1981 628
1982 654
1983 682
倉橋（1984）より作成
3）	遊園部門の他に，映画館の二子劇場（定員 500 人）と，ゴルフ練習施設やレストランを備
えたゴルフガーデン（年間 10 万人利用）があった（東急電鉄株式会社社史編纂事務局編　
1973）．
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高島屋出店に関して地元商店街では次のような反応であった．やや長いが引
用しよう．
このあたりには「二子玉川商店街」［筆者注：駅の西側］と「玉川商店街」［駅
の東側］の二つがある．そこの商店会長さんや町会長さん方にあいさつに
回ったところ，「高島屋さんと銀座のお店が来られるのでしたら，私ども全
然異論はありません」とあっさりしたもの．……あとできいたところ，「高
島屋が進出してくるらしい」とのウワサをきいて，地元の商店のおやじさ
んたちが，まだ健在だった明大の清水晶教授と世田谷区役所の経済課長を
呼んで，「どうしたものか」と相談したらしい．そのとき清水教授が「鴨が
ネギをくわえてくるようなものだ．受け入れないと損ですよ．もし，これ
を蹴ったら，将来大変な後悔をすることになる」と説かれたという．その
理由は，①高島屋や銀座の専門店で売っている商品と地元商店のそれとは
競合しない，②高島屋が来ると大勢のお客さまをこの地域に引っ張ってく
ることになり，街は自然と発展してくる．そのおこぼれにあずかることが
できる，③だから，これを大いに利用して，自らも発展することを考えな
さい，ということだった．（倉橋 1984: 90-1）
店舗系地権者は玉川商店街の事を「遊園地の門前商店街」だとか，「遊園地に
くるお客さんを拾う商売」としばしば形容するが，集客力のある大型施設が自
分たちの商売のためになるという意識が地元に浸透していたとしたら，駅西側
に立地する商店主たちが高島屋の出店を好機ととらえたことも想像に難くはな
い．再開発事業が着工する2009年までの事業所数と従業者数の推移を丁目ごと
に確認すると，事業所数・従業者数ともに駅西側であり玉川高島屋SCが立地す
る玉川3丁目の増加が著しい（表4）．事業所数ないし従業者数の増加は高島屋
自体の拡大によるところも大きいと思われるし，売り上げのデータを確認して
いるわけではないので，果たしてどれだけ地元の商店街が「おこぼれにあずか
る」ことができたのかは定かではない．しかし，玉川高島屋SCの出店と二子玉
川園の衰退・閉園によって，地域の中心が経済的活気においても象徴的な意味
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においても駅西側に移っていったことは確かだと言える4）．地元では，高島屋が
大きな施設をつくったのに東急が土地を遊ばせておくわけがない，そのうち何
かやるだろう，という噂はずっとあったという．
表4　丁目ごと事業所数・従業者数の推移
ᖺ ஦ᴗᡤᩘ ᚑᴗ⪅ᩘ ஦ᴗᡤᩘ ᚑᴗ⪅ᩘ ஦ᴗᡤᩘ ᚑᴗ⪅ᩘ ஦ᴗᡤᩘ ᚑᴗ⪅ᩘ
㻝㻥㻣㻞 㻡㻢 㻠㻠㻜 㻥㻢 㻝㻜㻟㻟 㻞㻠㻝 㻞㻞㻤㻟 㻣㻥 㻡㻜㻥
㻝㻥㻣㻡 㻡㻞 㻟㻣㻢 㻥㻥 㻝㻞㻟㻡 㻞㻠㻞 㻞㻞㻣㻤 㻣㻤 㻠㻜㻞
㻝㻥㻣㻤 㻡㻤 㻟㻡㻢 㻝㻝㻤 㻝㻞㻜㻢 㻟㻣㻞 㻟㻢㻟㻟 㻤㻣 㻠㻢㻞
㻝㻥㻤㻝 㻡㻣 㻟㻣㻣 㻝㻝㻞 㻝㻡㻡㻠 㻠㻜㻤 㻟㻤㻟㻢 㻥㻤 㻡㻠㻥
㻝㻥㻤㻢 㻠㻥 㻠㻜㻠 㻥㻟 㻝㻟㻟㻥 㻠㻟㻜 㻠㻥㻞㻝 㻤㻤 㻠㻠㻝
㻝㻥㻥㻝 㻠㻟 㻠㻡㻢 㻝㻝㻜 㻝㻥㻥㻜 㻠㻢㻟 㻡㻡㻜㻤 㻤㻢 㻡㻞㻤
㻝㻥㻥㻢 㻠㻤 㻥㻣㻢 㻝㻟㻣 㻞㻝㻠㻣 㻡㻠㻤 㻡㻥㻥㻢 㻝㻜㻤 㻢㻞㻡
㻞㻜㻜㻝 㻟㻣 㻞㻤㻢 㻝㻣㻥 㻞㻡㻞㻝 㻡㻝㻠 㻡㻣㻜㻢 㻤㻜 㻠㻥㻥
㻞㻜㻜㻢 㻟㻝 㻝㻢㻥 㻝㻡㻠 㻞㻜㻝㻡 㻡㻡㻥 㻢㻝㻤㻢 㻢㻡 㻟㻜㻠
⋢ᕝ㻝୎┠ ⋢ᕝ㻞୎┠ ⋢ᕝ㻟୎┠ ⋢ᕝ㻠୎┠
事業所・企業統計調査報告各年版より作成
3.3　再開発に向けた動きに対する地元の反応
以上のような地域の変化や世田谷区と東急の動きは，直ちに再開発の機運を
醸成したり高めたりすることにはならなかったようである．地元の人たちには，
再開発事業は自分たちには疎遠ないしはよく分からないもの，あるいは事業と
して実現できそうにないものといったように受け取られたという．区域の土地
の大部分を東急が所有していたことや組合施行の再開発事業の仕組みが理解さ
れていなかったこと等から「再開発は東急さんがやること」という感覚が地元
にあった．また，再開発とはどのようなものか，どのようなまちが出来上がる
のかという具体的なイメージを地元住民が持つことが，当時はかなり難しかっ
た．二子玉川で再開発に向けた取り組みを行政や東急がはじめた1980年頃は，
事業の完了した市街地再開発はほとんどなかった（表5）．また，駅前から二子
玉川園を含む広大な土地の建造物を一挙に変えるという事に現実感を持つこと
4）	 2001 年に発行された世田谷区商業名鑑によると，商店会組織に所属している会員数は，駅
東側の玉川商店街振興組合が 68，駅西側の二子玉川商店街振興組合が 168 である（世田谷
区商店街連合会　2001）．聞き取りによれば再開発の経過の中で地区外に移転した店舗もあ
るそうだが，2001 年時点でいえば，二子玉川商店街の方が規模は大きい．
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ができず，そんなことできるわけないと地元の多くの人は考えていたという．
実際，民間の組合施行による再開発事業としては二子玉川の事業は都内最大級
であり，2000年代に入るまでそれに匹敵する規模の事業で完成していたもの
はなかったのである5）．地元では，程度は様々であったが，再開発に反対する人
がかなりいた．
表5　東京都における市街地再開発事業の都市計画決定・事業計画認可・完成件数
ᖺ 䛖䛱⤌ྜ᪋⾜ 䛖䛱⤌ྜ᪋⾜ 䛖䛱⤌ྜ᪋⾜
㻝㻥㻢㻥䡚㻝㻥㻣㻥 㻝㻠 㻡 㻥 㻟 㻝 㻝
㻝㻥㻤㻜䡚㻝㻥㻤㻠 㻝㻡 㻝㻞 㻝㻝 㻣 㻣 㻞
㻝㻥㻤㻡䡚㻝㻥㻤㻥 㻟㻟 㻞㻟 㻞㻝 㻝㻡 㻝㻠 㻝㻝
㻝㻥㻥㻜䡚㻝㻥㻥㻠 㻠㻝 㻞㻥 㻟㻣 㻞㻠 㻝㻡 㻝㻜
㻝㻥㻥㻡䡚㻝㻥㻥㻥 㻝㻢 㻝㻟 㻞㻢 㻞㻞 㻟㻠 㻞㻟
㻞㻜㻜㻜䡚㻞㻜㻜㻠 㻟㻣 㻞㻡 㻟㻠 㻞㻠 㻞㻥 㻞㻟
㻞㻜㻜㻡䡚㻞㻜㻜㻥 㻞㻥 㻞㻡 㻞㻥 㻞㻜 㻟㻡 㻞㻤
㻞㻜㻝㻜䡚㻞㻜㻝㻠 㻟㻠 㻞㻣 㻟㻤 㻟㻝 㻞㻢 㻝㻣
㻞㻜㻝㻡䡚㻞㻜㻝㻢 㻝㻟 㻝㻜 㻝㻠 㻝㻞 㻝㻠 㻝㻜
㒔ᕷィ⏬Ỵᐃ ஦ᴗィ⏬ㄆྍ ஦ᴗ᏶஢
注）2016 年 7 月 31 日現在
市街地再開発事業／東京都都市整備局（2017 年 1 月 9 日取得，http://www.toshiseibi.
metro.tokyo.jp/bosai/sai-kai.htm）より作成
　他方で，積極的に再開発を推進しようと活動しはじめる人が地元に何人か現
れてきた．再開発の推進において中心的役割を果たした地元権利者の一人は，
次のような経緯で事業に携わるようになった．この方は，駅前で時計・メガネ・
貴金属を販売する商店を営んでいたが，東急が二子玉川に事務所を構えて再開
発に向けた準備を始めた当初は，どちらかというと再開発に反対する立場で
あったという．その理由は，親が東急の事をよく思っておらず，その原因となっ
た出来事について話を聞いていたことの影響があったからだという．
高島屋が開業してから「表と裏が逆になった」とこの方は語るが，それを強
烈に印象づける出来事があった．高島屋ができると，それが日本初の本格的な
郊外型ショッピングセンターであること等で注目されたことによると推測でき
るが，観光バスで視察にくる人たちがいたという．その際，大型施設ができる
5）	二子玉川のケースに匹敵する規模の再開発である六本木ヒルズ（六本木六丁目地区第一種
市街地再開発事業）が完成したのが 2003 年のことである．
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とその裏側がこんなにすたれてしまうということで，駅の東側に視察が来たこ
とがあった．この方はこれにショックを受け，「これはまずいな」と感じ，考え
方を変えたのである．そのようなことがあって再開発に関わるようになり，何
年か経つうちにどんどんと活動にはまっていったのだという．再開発に向けた
動きに携わり始めてからは，再開発に興味がわき，極端に賛成という立場になっ
た．その際，道路事情の悪さを改善して安心安全のまちをつくるということ，
そして，二子玉川が観光地やリゾートとしての性格を持つまちであったという
歴史をふまえた再開発になるならばよいという考えで，積極的に活動をしたの
である．どのようなまちをつくるかという企画段階から深く関わり，行政との
折衝の場面にも東急社員に同行して参加した．積極的に再開発を推進する立場
をとる地元の権利者は必ずしも多くなかったが，彼らの熱意に支えられて事業
が進められてきた側面は無視することができない．
3.4　バブルの影響
二子玉川で再開発に向けた動きが始まったのは，ちょうどバブルの時期であっ
た．世田谷区においても，都心3区ほどではないにしても，住宅地と商業地とも
に急激に地価が上昇していた（図2）．バブル経済とその崩壊は再開発の過程に
様々な面で影響を与えることとなる．バブルの影響は，世田谷区の施策における
二子玉川の位置づけや，それを受けて作成した地元の施設計画案に見て取れる．
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3.4.1　世田谷区行政における再開発事業の位置づけ
まず，世田谷区行政が二子玉川地区の再開発をどのように位置づけていたか
を確認しよう．世田谷区は1987年に『世田谷区新基本計画―21世紀のヒューマ
ン都市世田谷をめざして』を策定している（以下，新基本計画と呼ぶ）．新基本
計画は昭和62年度を初年度とした10ヶ年に実施する施策をまとめたものであ
り，その内容は世田谷区行政の様々な領域に渡る総合的なものであるが，都市
づくりに関しては以下のような方向性が示されている．
世田谷のまちには，都市として中心的な「核」がないといわれている．しか
し，商業や業務機能の集積している地区，交通のかなめとなる箇所など多
くの小さな核が分散して存在している．……都市づくりにあたっては，区
民の日常生活が展開される広がりとして，都市の核となる生活拠点と都市
軸を設定し，相互のネットワーク化を図って，個性と魅力ある都市づくり
を推進していかなければならない．（世田谷区企画部企画課 1987: 10）
以上のように，都市の核となる拠点形成と拠点を結ぶ都市軸の必要性が説か
れ，商業が集積し交通の結節点でもある下北沢，三軒茶屋，そして二子玉川は
広域生活拠点として位置づけられた．駅前に広がる既存の商業・業務地は「狭
あいな道路沿いに立地し，土地の高度利用や新たな商業・業務機能の集積が困
難」であり，「区内には商業・業務機能の大規模に集積した地区が十分形成され
ておらず，今後核となるべき特色ある商業・業務機能の集積を図っていくこと
が重要な課題」（世田谷区企画部企画課 1987: 96）であるとの認識を区は持って
おり，これら3つの地区は「再開発により広域的な商業・業務地区や文化・情報
機能の高度な集積につとめ，広域性をもった都市施設の整備を図っていく」（世
田谷区企画部企画課 1987:10）ことを目指すものとされた．再開発組合事務所の
事務局員によると，世田谷区はオフィスを作りたいという意向が強く，「世田谷
は住宅都市であるから，これ以上住宅はいらない」という事を言われたことも
あるという．都市の拠点になりうる商業・業務機能の大規模集積を実現するた
めに，土地の高度利用，すなわち中低層の建築物が立ち並ぶまちから高層建築
へと転換し，利用可能な空間を広げることが目指されたのである．
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新基本計画では特に重点的に取り組む施策として，重点事業を5つ挙げてい
る．「重点事業については，今後10年にわたり，区政の総力をあげてその実現に
つとめていく」（世田谷区企画部企画課 1987: 148）とまで述べられているが，そ
の1つに「魅力ある広域生活拠点づくり」が数えられている6）．広域生活拠点の
うち三軒茶屋と二子玉川の再開発事業が取り上げられており，二子玉川では「緑
と水に恵まれた良好な地域環境を生かした市街地再開発事業を適切に誘導し，
商業・業務，情報・研究機能やコンベンション・文化等，多様な機能を備えた広
域生活拠点の形成を促すとともに，民間の活力を利用して都市計画公園の実現
につとめていく」（世田谷区企画部企画課 1987:156）ことが示されている．コン
ベンション機能を持たせようという考えに典型的に表れているように，区の構
想はバブルの影響を強く受けていた．二子玉川については壮大な再開発が構想
されている一方で，三軒茶屋の商業・業務機能については「再整備」という表現
に抑えられている．区にとって交通至便な駅前の広大な土地で再開発ができる
またとない機会であり，しかも土地を高度利用することにより商業・業務機能
が大規模に集積した地区を形成することが可能であるという意味で，二子玉川
の再開発は重要な位置づけにあったことが推察される．
3.4.2　施設計画案の作成と見直し
再開発に向けた動きが始まった当初は，再開発をしようという話だけで，ど
のような施設をつくろうかという具体的な案が無かった．世田谷区には広域生
活拠点としてオフィス等を建設したいという意向があったが，地元としての案
は固まっていなかった．考える会から準備組合に移行した段階でも具体案が固
まっているわけではなかったので，なかなか加入者が集まらず，加入率は65
パーセント程度であったという．どちらかというと，具体的な再開発の構想を
示して賛同を得るというよりも，東側の商店街が衰退しつつあることへの危機
感や，とにかく再開発で地域を良くしたいという熱意に訴えかけるようにして
地元の機運を醸成していったようである．建設される施設や権利変換等につい
て将来の具体的な見通しを示していなかったことや，借家人たちが再開発で追
6）	他の重点事業は「在宅福祉サービスの供給システムづくり」，「文化と情報のネットワーク
づくり」，「みどりをはぐくむ環境づくり」，「暮らしを支える道路づくり」である．
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い出されてしまうのではないかと不安に感じたこと等から，なかなか加入者が
集まらなかった．
1987年3月，準備会に理事会の下部組織として施設計画部会が発足し，地元
案の検討が始まった（『二子玉川東地区再開発準備会会報第7号』1987年7月10
日発行）．地元として最初の施設計画案が出来上がったのは，準備会から準備組
合に移行した後のことである．1991年1月に完成した「施設計画原案」はバブ
ル経済や世田谷区の意向に影響され，商業・業務機能が中心の案であった．ホ
テルも現在よりかなり大きなものであった．施設計画原案の作成に関わった当
事者によれば，施設計画案を考え始めたころは話も大きかったし，まち自体が
商業都市を目指しており，住宅のことはほとんど考えていなかったという．施
設計画原案において，住宅は全体の9%を占めるに過ぎない．事務局員からは，
施設計画原案における住宅は権利変換を想定したものであったという話も聞か
れた．
地元としての案が出来上がった後でも，二子玉川という立地，オフィスやホ
テルといった施設計画の内容，そして再開発事業全体の規模の大きさから，そ
の実現可能性や収益性に対して懐疑的な見方をする向きもあったようである．
特にバブルがはじけた後は，世田谷区や東京都から，再開発はできないだろう
ということをかなり言われたという．また，参加組合員である東急電鉄もバブ
ル崩壊の影響を大きく受け，身動きできない時期がしばらく続いた．そのよう
な困難な状況であっても，一部の熱心な地権者は諦めることなく再開発を実現
しようと努力を続けた．事務局員からは，そのような熱心な地権者がいなけれ
ば再開発ができなかった可能性もあるという発言があった．バブル崩壊後は東
急もかなり疲弊していたということであろう．
施設計画原案が出来上がって再開発に向けて一歩前進したわけであるが，バ
ブルの崩壊により，再開発事業は当初の想定よりも長期化することとなる．経
済情勢の急激な悪化により，施設計画案の見直しを余儀なくされ，1994年から
準備組合では見直し作業を始めた．施設計画の見直しにより，商業・業務・ホテ
ルは床面積を大きく減らした一方で，住宅は床面積が大幅に増加した（表7）．
全体の面積に対する構成比でいうと，原案では住宅は9%であったのが，見直し
案では26%になり，再開発事業自体の性格がかなり変わっていることがうかが
101『人文学報』　No. 513-1　2017
われる．再開発完了までに施設計画の若干の変更はあったが，現在の施設構成
は基本的には見直し案が踏襲されている．
表6　施設計画案の用途別床面積
ཎ᱌䠄㻝㻥㻥㻝ᖺ㻝᭶䠅 ぢ┤䛧᱌䠄㻝㻥㻥㻢ᖺ㻢᭶䠅
⏝㏵ 䟝 ᵓᡂẚ 䟝 ᵓᡂẚ
ၟᴗ 㻝㻠㻤㻘㻢㻤㻜 㻠㻝㻑 㻝㻝㻞㻘㻜㻜㻜 㻟㻞㻑
ᴗົ 㻝㻟㻠㻘㻥㻤㻜 㻟㻤㻑 㻝㻜㻠㻘㻜㻜㻜 㻟㻜㻑
䝩䝔䝹 㻠㻜㻘㻜㻜㻜 㻝㻝㻑 㻟㻜㻘㻜㻜㻜 㻥㻑
ఫᏯ 㻟㻟㻘㻡㻜㻥 㻥㻑 㻥㻟㻘㻜㻜㻜 㻞㻢㻑
䛭䛾௚ 㻝㻘㻤㻞㻜 㻝㻑 㻝㻞㻘㻜㻜㻜 㻟㻑
ྜィ 㻟㻡㻤㻘㻥㻤㻥 㻝㻜㻜㻑 㻟㻡㻝㻘㻜㻜㻜 㻝㻜㻜㻑
『二子玉川東地区再開発準備組合会報第 17 号』1991 年 2 月 20 日発行，二子玉川東地区
再開発準備組合（1998）より作成
　以上の様に，元々は商業・業務に特化した再開発で住宅は付属物のような位
置づけであったのが，バブル崩壊後の見直しによって住宅の開発にも重きが置
かれるようになったのである．施設計画部会に携わった地権者からすると，バ
ブル崩壊によって再開発の規模はかなりスケールダウンしたという印象らし
い．参加組合員である東急としては，住宅を増やすことで投資資金の回収を容
易にするという狙いがあった．バブル崩壊によって多くの再開発計画が棚上げ
されたり立ち消えになったりしたが，二子玉川では住宅の割合を増やしたこと
が，事業が頓挫しなかった理由の一つである．そして，住宅の大規模化は再開
発事業が周辺住民に与える影響のあり方を変えることにもなった．
3.5　施設計画見直し後の動き
施設計画原案が完成した後，準備組合は行政が都市計画決定を進めることに
対する権利者の同意書の取得を始めた．これは都市再開発法に定められている
わけではなく，行政からの指導により行われたものである．事務局員によれば，
当時，都市計画決定に向けた手続きをするためには，仮同意として権利者の90
パーセントから95パーセントの同意を得なければならないという行政指導が
あったという．1991年末には65パーセントの同意を得ていたが（『二子玉川東
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地区再開発準備組合会報第20号』1992年2月7日発行），その後，バブル崩壊に
よる地価の急落等の影響もあってのことと推測されるが，同意率は思うように
は上がらなかったようである．1996年6月に行われた準備組合の総会で，当時
の世田谷区都市開発室長は次のように話している．
準備組合の方々には組合内部の結束を固めていただきたい．都市計画案件
提出までには90%を越える同意率が必要であり，これがないと再開発が前
に進まない．同意していない方は一日も早く同意していただきたい．（『二
子玉川東地区再開発準備組合会報第39号』1996年9月27日発行）
権利者から90パーセントを越える仮同意を得なければならないという行政
指導も，再開発事業がなかなか進まなかった一因である．1997年4月におこな
われた「春の懇親会」で，当時の準備組合理事長はあいさつの中で「同意書につ
きましても相当数の方の同意をいただくに至っておりますが，今後都市計画決
定をスムーズに進めていくためには同意率をアップすることが必要とのご指導
を世田谷区より受けております」（『二子玉川東地区再開発準備組合会報第42
号』1997年7月5日発行）と語っている．同意率を上げることは，常に準備組合
にとって課題になっていた．
他方で，国は都市再開発の迅速な推進を目指した動きを進めており，二子玉
川の場合にも見られたような自治体による指導は行き過ぎたものであるとし
て，平成10年（1998年）7月に建設省都市局長と同省住宅局長の連名で，指導の
根拠となっていた過去の通達の一部を削除する旨の通達が各都道府県知事あて
に出された7）．削除の対象となったのは，都市再開発法の運用に関する留意点を
通達した「都市再開発法の施行について」（昭和44年12月23日付け建設省都再
発第88号，建設省都市局長・同住宅局長連盟通達）に記載された市街地再開発
組合の指導・監督に関する2つの文言である．それらは，「組合は，施行地区内
の宅地の所有者又は借地権者のそれぞれの3分の2以上の同意により設立する
ことができるが，設立の認可にあたつては，できるかぎり多くの者の同意を得
7）	「市街地再開発事業の円滑かつ迅速な推進について」（平成 10 年 7 月 7 日付け建設省都再発
第 74 号・建設省住街発 72 号，建設省都市局長・同住宅局長連盟通達）
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て，円滑に設立することができるように指導すること．」と，「権利変換計画の
作成にあたつては，なるべく多数の同意をとりつけ，必要に応じ，法第110条の
特則を活用する等により，できる限り，円滑な権利変換が行なわれるよう指導
すること．」の2つである8）．平成10年の通達では，これら2つの文言を削除する
ことにより，再開発組合の設立について権利者のほぼ全員の同意を求めるよう
な行き過ぎた指導を是正し，事業の迅速な推進を図ろうとしている．
このような通達の改正は，1990年代の終わりから都市再生に関する一連の
施策が強力に推し進められたこととも関連しているだろう．その経緯は五十嵐・
小川（2003）に詳しいが，都市再生の名の下に都市計画における様々な規制緩
和がおこなわれた．この頃にとりわけ問題視されたのは，建築の大規模化とそ
れが景観や日照等において周辺住民に与える影響の甚大さや，事業が迅速化さ
れることで周辺住民の意見が反映されづらかったり，彼らの同意が得られない
ままに開発が進められてしまう事であった（五十嵐・小川2003）．
それらの議論では地権者や借地権者の存在があまり重視されてこなかったの
で，平成10年の通達の重大さが十分に指摘されてこなかったのかもしれない．
地元権利者の間で賛否が割れ，全員同意に等しい同意率が現実的に不可能な地
域の場合，法律で定められた以上のことを自治体が課さないよう指示した通達
は，再開発事業の進捗に大きな意味を持つ．都市再開発を迅速に進めるという
国の意向は，それまで自治体によって行われていた指導のあり方を変更し，ほ
ぼ全員の同意から条文どおりの3分の2以上の同意へと，再開発組合設立の要
件を実質的に緩和したのである．
二子玉川の場合，再開発組合の設立は，法律で定められた基準をかろうじて
上回る程度の同意率で実現した．もし，平成10年の通達が無ければ，再開発の
完了までにさらに長い期間がかかったり，もっと極端なことを言えば，行政指
導が課す非常に高い同意率を得ることができず，再開発が頓挫するということ
もありえたかもしれない．したがって，この通達は再開発に対してとる態度に
関わらず，二子玉川の住民や再開発関係者にとって非常に大きな意味を持つも
のであった9）．
8）	通達から削除された文言は都市再開発研究会（1977）から引用した．
9）	事務局員によれば，環境アセスメントに着手した時に地権者ではない人たちによる反対運
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二子玉川の再開発事業は，建設省の通達が出される約3か月前，1998年4月
に世田谷区から東京都に都市計画案件が提出された（『二子玉川東地区再開発
準備組合会報第46号』1998年5月21日発行）．その後，1999年の環境アセスメ
ントを経て翌年の都市計画決定に至るわけであるが，この時期の事業の進捗に
は行政指導の変化が大きく影響していたことと思われる．ただし，都市計画決
定された時期が景気の後退期にあたったこともあり，これだけ大規模な施設を
一度に作って大丈夫かという不安が東急側には一部存在した．とりわけ問題視
されたのは，Ⅱ－a街区に計画されたホテルとオフィスに需要があるのかとい
う点であった．千葉（2013）によれば，当時の経済状況の変化により，Ⅱ－a街
区の事業計画は見直しを余儀なくされ，流動的な状態であった．しかし，これ
までもバブル崩壊や同意率の問題等で事業が長期化しており，これ以上地権者
を待たせることはできない状況であった．そこで，事業区域を2つに分け，Ⅱ－
a街区は後回しにし，地権者の生活に関わるそれ以外の街区を第一期とし，先行
して事業化したのである．
行政側には工期を分けるのは構わないが一つの組合で事業を成立させるよう
にという意向があったので，これを説得しなければならなかった．また，開発
の規模の大きさや反対運動の存在により，再開発組合の設立や権利変換計画の
認可において，行政は慎重にならざるをえなかった．したがって，都市計画決
定後にも通常の再開発より時間がかかっている．第一期事業の権利変換計画は
2007年3月に認可された．同年4月に工事が着工され，各街区は順次竣工した．
第二期事業も含めて，2015年にすべての街区が竣工した．商業施設，オフィス，
住宅等を備えた新しいまち「二子玉川ライズ」が完成したのである（図3）．
動があったという．あくまで推測ではあるが，再開発に反対であった人々に，権利者の意
見が十分にまとまっていないので事業は進まないだろうという予測があったのかもしれな
い．そうだとすれば，環境アセスメントの段階になって反対運動が盛り上がったことにも
納得がいく．なお，反対運動の経緯に関しては任（2014，	2016）を参照されたい．
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図3　二子玉川ライズ全景
再開発組合より提供を受けたものを筆者が加工した
４　地域への影響
再開発は地域社会に多面的な影響を与えるものと考えられる．地域の物理的
な空間構造が変わるだけでない．それによって地域の社会構造や地域に暮らす
人々の生活も変化せざるをえない．しかも，当事者の社会的背景や価値観ない
し意識によって，変化の受け止め方や影響のされ方は異なるだろう．以下では，
これまでの調査から判明したかぎりで，二子玉川の再開発によって地域にどの
ような影響があったのかを簡単に述べておきたい．
4.1　権利変換による権利者への影響
地権者には商店を営む店舗系の権利者と，住まいを持つ住居系の権利者がい
た．かつての商店街には住居兼店舗で営業する商店主も多かった．これらの人々
は，再開発により権利変換をすることになるわけであるが，従前と従後で資産
価値は変わらなかったとしても，それによって生活が様々な面で変化したと考
えられる．
住居系の権利者は，集合住宅での暮らしに対する忌避感がなければ，権利変
換は比較的容易にできた．というのも，マンションの戸数が約1000戸と多かっ
たので選択肢も比較的豊富にあり，資産にあわせて部屋の広さや向きを選ぶこ
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とができたからである．店舗系の権利者には，オークモールと名付けられたⅠ
－b街区の外向き店舗とバーズモールと名付けられたⅡ－b街区の外向き店舗
が用意された．山田（2014）によれば，オークモールは都市計画決定時には想定
されておらず，基本設計時に設定された．これらの店舗には地元店舗が商売を
継続するという前提で権利変換した．外向きの店舗であることにより，個別店
舗であった頃の営業スタイルをある程度持続できている．
4.2　マンション建設による影響
バブル崩壊への対応として施設計画が見直された結果，住宅の戸数は大幅に
増えることとなった．Ⅲ街区には3棟のタワーマンションと2棟の低層マンショ
ンが建設された．戸数は併せて1033戸であり，権利者が権利変換した分を除く
約900戸が分譲された（友澤　2009）．入居が開始したのが2010年5月であり，
マンションの立地する玉川一丁目は人口・世帯数ともに大きく増加した．増加
した人口のほとんどはマンションに入居した世帯によると考えられる．
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　大規模な集合住宅が建つと，一挙に地域の住民が増加することになる．しか
も，二子玉川の場合は地域住民が意外に思うほどの高級マンションであった．
高級マンションに住むような層の住民が一挙に増えて，玉川のカラーが変わっ
てしまっては困ると地域住民は考えた．マンションに入居する新住民と旧住民
との融和が地域にとっての課題として認識されるようになった．その課題に取
り組んだのが，町会の下部組織として発足した二子玉川100年懇話会である（以
下，懇話会と呼ぶ）．
懇話会は，世田谷区が2009年に策定した「二子玉川まちづくりへの基本的な
考え方」をきっかけに活動を開始した．区の方針は広域なまちづくりについて
示したものであったが，町会として玉川に特化したまちづくりをしたいという
ことで，玉川町会だけでなく商店会組織やPTA等の地域組織，東急電鉄等の企
業を参加団体として懇話会が活動を始めたのである．懇話会が最初におこなっ
たのが「二子玉川ものしりマップ初級編」の作成である．マンションに入居す
る新住民に地域の事を知ってもらうことを目的として，二子玉川の様々な情報
を掲載したマップを作製した．そのような活動をする中で既存の住民にも地域
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について新たな発見があり，完成した「二子玉川ものしりマップ初級編」はマ
ンションだけでなく玉川の全戸に配布された．その後，懇話会は新旧住民の融
和だけでなく地域の様々な課題への取り組みを展開している．再開発があった
ことで地域に新しいまちづくりの潮流が生じている．
4.3　借家人への影響
借家人にも地権者と同様，店舗系と住居系の借家人がいた．住居系の借家人
が住んでいたのはワンルームの住宅がほとんどであったので，多くの人が補償
金を受け取って転出することとなった．店舗系の借家人の場合は，営業を続け
られるような配慮がされた．通常，借家人は転出する場合がほとんどであるが，
二子玉川の場合は開発後に床を取得できるようにルールを定めた．その詳細は
山田（2014）に掲載されているが，借家人も一定の面積までは権利床価格で床
を買うことができるようになっている．それにより，地元に根付いた借家人は
再開発後も残ることができた．なお，従前権利者数と転出者数は表7の通りで
ある．
表7　従前権利者数と転出者数
➨஧ᮇ
ᚑ๓䛾ᶒ฼⪅ᩘ ㌿ฟ⪅ᩘ ᚑ๓䛾ᶒ฼⪅ᩘ
ᅵᆅᡤ᭷⪅ 㻝㻞㻠 㻟㻞 㻤
೉ᆅᶒ⪅ 㻝㻞 㻞 㻜
೉ᐙᶒ⪅ 㻢㻣 㻢㻞 㻜
ྜィ 㻞㻜㻟 㻥㻢 㻤
➨୍ᮇ
注 1）転出者は一部転出を含む
注 2）借家権者は権利変換の手続き上，一旦転出した後，床を取得（購入）する
注 3）借家権者の床取得者は、33 である
注 4）第二期事業の転出者数は 0である
二子玉川東地区市街地再開発組合（2011），二子玉川東第二地区市街地再開発組合（2015）
より作成
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本稿では，二子玉川の再開発事業の経緯をインタビューや文書資料に基づい
て記述してきた．二子玉川の再開発事業は30年以上にわたって取り組まれてき
たものであり，その間の経済情勢の変化は施設計画の内容や事業の進捗を大き
く左右した．再開発の規模，内容，そして時間は，再開発が地域に与える影響を
決定する重要な要因である．再開発の規模と内容が地域に与える影響は，これ
までにも経済や環境，地域生活など様々な観点から議論がされてきた．他方で，
時間という要因については，事業の迅速化がもたらす弊害を除いて，その意義
が十分に述べられてこなかった．
再開発が地域に与える影響を十分に理解するためには，事業の完了までに長
い期間がかかるというごく当たり前の事実に注目することが必要だということ
を，筆者は主張したい．二子玉川の場合は約30年かかったわけであるが，その
間に地域社会の中心となる層は代替わりする．再開発に携わる人々のライフス
テージは移り変わり，彼らの置かれた環境も変化していったはずである．店舗
系の権利者は聞き取りで「みんな昔賛成してる人ってのは，もっと早く終わる
と思ってるわけ．ほんと早く終わってればね，もっと違う人生になってる可能
性もあるよね．」と語った．地域に暮らしたり商売をする人々にとっては，そも
そも再開発の対象地となるかどうか，どのような施設が建設されるのか，自ら
が権利者であるか否かといったことだけでなく，どれくらいの時間がかかるの
かという点も人生を変えてしまうような要因なのである．再開発にかかる時間
が地域社会や地域に暮らす人々にどのように影響するのかを理解するには，再
開発の過程と地域社会の変化，そして地域に暮らす人々の生活史の絡まりあい
を調べなければならない．それによって初めて再開発の社会的影響を十分に明
らかにできるだろう．
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